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研究成果の概要（和文）：本研究では2020年7月九州豪雨における人的・物的被害の実態および物理的メカニズ
ムの解明を図り、今後の被害軽減に向けた提言を行った。提言を以下に示す。1) 豪雨の予報精度向上のために
は，メソα低気圧が豪雨に与える影響を検討する．2) 地盤・流木災害の発生要因が，地形，地質，地盤条件，
降雨条件や災害履歴であるため，異分野が融合して災害発生予測の高度化を目指す．3)危機管理型水位計を増設
し洪水氾濫解析の高度化を図る．4)危機管理の観点から橋梁付属物・添架物の台帳管理について検討する．5)河
川・気象情報及び避難情報の発表，発令基準及び制度的枠組みを検討する．

研究成果の概要（英文）：In this study, our team clarified the physical mechanism and actual 
conditions of human and physical damage caused by the heavy rain in Kyushu district in July 2020, 
and made recommendations for future damage reduction. The results obtained are as follows.
1) In order to improve the forecast accuracy of heavy rain, we will examine the effect of the meso 
α cyclone on heavy rain. 2) Since the causes of ground and driftwood disasters are topography, 
geology, ground conditions, rainfall conditions and disaster history, we aim to improve disaster 
occurrence prediction by fusing different fields. 3) Add a crisis management type water level gauge 
to improve flood inundation analysis. 4) From the perspective of crisis management, we will consider
 the ledger management of bridge accessories and attachments. 5) Examining the announcement of river
 / meteorological information and evacuation information, issuance standards and institutional 
framework.

研究分野： 水工学

キーワード： 気象・水文　土砂・流木災害　河川災害　構造物被害　避難・避難所　令和2年7月九州豪雨

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
今後の防災・減災技術に関する基礎的・基盤的な知見を得るとともに，情報の収集と発信状況およびそれに基づ
く避難行動を整理し，今次の被災地のような山間地における地域防災の課題を抽出し，今後の豪雨災害に対する
防災・減災策に資する技術や情報を提示する．これまでの豪雨災害の調査・研究において明らかになっておら
ず，これらの解明を行うこと自体が本研究の学術的な特色・独創的な点である．また極端気象時代の豪雨災害に
対する適応策および緩和策は，わが国の今後の防災・減災において極めて重要な課題であり，これに対して有益
な知見を与え得る本研究の成果は学術的・社会的に大きな意義を持つものと考える．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
令和 2 年 7 月には暖かく湿った空気が梅雨前線に流れ込み九州を中心に日本各地で豪雨を引

き起こした．特に，7 月 4 日には球磨川流域を中心に激しい豪雨が生じ，甚大な被害をもたらし
た．詳細は後章で解析結果を示すが，今次の球磨川流域における雨量の空間分布特性として，7
月 3 日から 4 日の間で 400mm～500mm の雨が一様に降ったことが挙げられる． 
人的・物的被害では，消防庁災害対策本部のまとめによれば 2020 年７月 20 日付けで，熊本

県における令和２年７月豪雨によって死者 65 名，行方不明者２名，住家被害は全壊 557 棟，半
壊 43 棟，床上浸水 5,895 棟，床下浸水 1990 棟であった．特に，河道部と堤内地が一体となっ
た球磨村渡地区，八代市坂本地区および下釜瀬地区においては住家の流失が顕著であった．また，
洪水痕跡から人吉市における国宝・青井阿蘇神社の楼門では 1.5m の浸水であった．人吉市史に
よれば寛文 9 年（1669 年）8 月に青井阿蘇神社の楼門が 3 尺(0.9m)余り浸水したとされている．
境内の標高は近辺の道路より 2.8m 高い位置にあり，約 350 年間では今次の水害が最大規模で
あることが認められた．一方，近年との比較では青井阿蘇神社の近傍における道路標識に記され
た洪水痕跡から浸水深は，昭和 40 年では 2.3m，昭和 57 年では 1.3m に対し，今次の水害では
4.3m であり，人吉市においては圧倒的に浸水被害が拡大したことが分かる． 
今次の豪雨災害では，災害発生前のリスクマネジメント，発生後のクライシスマネジメントに

おいて被害最小化と効率的復興に向けた多くの課題や教訓が含まれており，今後のわが国の防
災・減災のあり方に及ぼすインパクトは大きい． 
 
２．研究の目的 
 本研究において，(1)気象・水文学的課題：今次豪雨をもたらした気象条件及び発生機構と解
明，被害の起因となった降水量及び流出の特性の分析，(2)地盤工学的課題：山腹崩壊の素因の
分析・地域特性の解明，流木災害のリスク評価，堤防などの破壊機構の分析，(3)河川工学的課
題：洪水痕跡および氾濫流速の実態解明，流下能力を大幅に上回る流量における河道部洪水流，
盆地および谷底平野の氾濫流の解明および河川災害軽減策の検討(4)構造工学的課題：橋梁被害
の実態・特徴の分析，洪水時の農地の活用方法の検討，人的被害を低減させる建築的対処の検討，
(5) 危機管理，災害情報学・災害復興的課題：コロナ禍での避難生活を含む災害発生直前，発生
時，発生後の各主体の今回の災害への対応状況の実態の解明を行っていく． 
本研究では，今次災害の調査研究を行い上記の課題に取り組むことにより，広域に亘り豪雨を

もたらした気象条件・発生機構，一級河川において過去に類を見ない水位上昇をもたらした降雨
流出プロセス，豪雨による土石流・流木の発生メカニズム，急流河川における洪水流・氾濫流と
激甚化した流木による被害拡大メカニズム，これらによる構造物の被災メカニズムと水・土砂災
害対策のあり方などについて，今後の防災・減災技術に関する基礎的・基盤的な知見を得るとと
もに，情報の収集と発信状況およびそれに基づく避難行動を整理し，今次の被災地のような山間
地における地域防災の課題を抽出し，今後の豪雨災害に対する防災・減災策に資する技術や情報
を提示する． 
 以上の課題は，これまでの豪雨災害の調査・研究において明らかになっておらず，これらの解
明を行うこと自体が本研究の学術的な特色・独創的な点である．また極端気象時代の豪雨災害に
対する適応策および緩和策は，わが国の今後の防災・減災において極めて重要な課題であり，こ
れに対して有益な知見を与え得る本研究の成果は学術的・社会的に大きな意義を持つものと考
える． 
 
３．研究の方法 
本研究では，図-1 に示すように気象・水文，土砂・流木災害，河川災害，構造物被害，避難・

避難所の 5グループからなる「研究組織」で推進する．地方公共団体との協力関係を構築するた
めに基本的に九州地区の研究者らが中心となり，他の地区の研究者らが補佐をするという体制
をとる．先行調査を率先して行ってきている地盤工学会・令和 2年 7月九州北部豪雨地盤災害調
査団の団長，土木学会水工学委員会・令和 2年 7月九州北部豪雨災害調査団の団長・副団長・幹
事，熊本大学くまもと水循環・減災研究教育センターのセンター長・部門長が研究分担者に含ま
れており，連携を介して実質的にはより包括的かつ全国的な研究実施体制となっている． 
 
４．研究成果 
本研究では，令和 2年 7月豪雨によりもたらされた人的被害・物的被害状況及び発生メカニズ

ムの全容を明らかにすることを目的として 5グループの研究組織が調査・解析を行なった．得ら
れた結果は，以下の通りである． 
 

(1)気象・水文グループ 
1) 今次豪雨が発生した気象条件として，大量の可降水量に見られるように水蒸気量が豊富であ

ったこと，大気の下層から中上層にまでほぼ飽和に達している高湿な状態にあったこと，こ
れにより，気温減率が湿潤断熱線よりもやや大きいくらいであった状況で湿潤絶対不安定な 
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気層（MAUL）が形成されていたこと，が挙げられる． MAUL の存在により時間雨量として強い
雨が発生したとともに，停滞する梅雨前線に沿って豊富な水蒸気量が持続して供給されたこ
とにより長い継続時間の雨が発生した．これにより，短時間強雨についても長時間持続する大
雨としても過去の記録を上回るような豪雨が発生した． 

2) 豊富な可降水量，下層から中上層まで十分に湿った大気条件というのは，梅雨期には珍しい
状況ではなく，より大きな規模での気象状況によってしばしば形成されるものであると言え
る．豪雨の環境条件を考える上で重要な視点は，これらの条件の定量的な状況である．過去
の統計値と比べて，どの程度の可降水量があったのか，また大気の相対湿度が 100 %にどの
程度近いのか，といったことを定量化することであろう．また，MAUL といった不安定状態が
湿潤気候下での対流雲活動では特に重要であると言える． 

3) 今次豪雨とメソα低気圧の関係を調べところ，過去 42 年間にメソα低気圧が九州付近に接
近した際の下層水蒸気フラックスの密度分布は，メソα 低気圧が接近していない時よりも顕
著に大きくなっていた．すなわち，メソα 低気圧が接近すると下層水蒸気フラックスが強化
され，大雨発生環境場を形成しやすくなることを示唆している．さらに，令和 2年 6-7 月は，
過去 42 年間で最も多くのメソ低気圧が検出された．メソα 低気圧が多かった理由として，
環境場の水平シアおよび傾圧性が強くなっていたことが示唆される．擾乱の発達に有利な環
境場が形成されたことが，多くのメソα 低気圧発生に寄与し，それに伴う強い水蒸気フラッ
クスが何度も出現したことが，豪雨が何度も生じた環境場形成に重要な役割を果たしていた
ことが示唆される． 

4) 上層トラフが熊本県の豪雨に与えた影響を，数値シミュレーションを用いて調べた．標準実
験は，概ね 7 月 4 日に発生した熊本県での豪雨の降水分布を再現していた．そこで，上層ト
ラフの影響を除いた実験を行い，その影響を評価した．その結果，上層トラフを除くと，中
国大陸上でのメソα低気圧の強化が顕著に弱まり，その後の熊本県での豪雨も再現されなか
った．このことから，上層トラフは，中国大陸上でのメソα 低気圧の強化に大きな役割を果
たし，その結果豪雨に影響していたことが示唆された． 

5) インド洋からまとまった水蒸気の流れが日本にまで流れ込んできて，途中海水面温度の高い
領域において海面からの蒸発により多くの水分が供給されていたと考えられる．また 7 月初
旬に東シナ海周辺では複数の方向から水蒸気が収束し九州周辺に流れ込んでおり，これらが
九州南部に多量の水蒸気をもたらしたと考えられる． 

6) 領域大気モデルを用いた再現結果によれば 3次元水蒸気量，高度 500 m の風速・気温分布，
3 次元雨水分布などを見ると，多量に供給された水蒸気が南下してきた前線と九州山地に阻
まれ持ち上げられることにより豪雨を発生したと考えられる． 

 
(2)土砂・流木災害グループ 
連続加圧型の保水試験装置の実用性を活かして，筑後川で被害を受けた堤防の堤体土(Bc 層)

と堤防直下の基礎地盤を構成する土質材料(As 層)の水分特性を実験的に調べた．そのうえで，
得られた実験結果をベースにして，被災した堤体断面を対象に記録として残っている河川水位
特性の時間的変化を反映した不飽和・飽和浸透流解析を実施し，筑後川河川堤防のパイピングリ
スクに与える地層断面の影響について考察した．また，球磨川河川堤防については，堤体土の特

最終目標 
令和 2年７月九州豪雨災害の実態および各事象のメカニズムの解明 

ハード・ソフト対策の両面からレジリエントな防災・減災の強化のための提言 

図 1.1 各調査・研究グループの研究内容と相互の関係及び外部機関との連携 



性の違い，天端の保護の有無が堤体の安定性に与える影響について不飽和・飽和浸透流・安定解
析を通して分析した．得られた知見と今後の課題をまとめると以下のようである． 
１）連続加圧型の保水性試験によって筑後川 39k720 で採取された Bc 層，As 層の排水過程で

の水分特性曲線を明らかにした．その結果は，粒度分布から推定される水分特性曲線とは大
きな違いがみられる結果となった．このことから，不飽和浸透の数値解析を行う上で，堤体
の土層断面の多くの層は，粒度分布から水分特性に関するパラメータを算定せざるを得ない
状況にあること指摘した上で，今後，数値解析の精度を高めるためには，各土層の標準的な
水分特性曲線を事前に求めておくことが重要であるとした．その上で，一つの提案として，
浸透流解析の技術水準を高めることや防災・減災に活かす観点からも，少なくとも国管理の
一級河川では，基準土層断面を設定し，浸透解析に必要な各層の水分特性などを主導的に整
備していただきたいことを強調した． 

２）球磨川で堤防が決壊した八久保地区(右岸 56.4k)で推定された今回の豪雨によるハイドログ
ラフをもとに，不飽和・飽和浸透流・安定解析を実施した．天端から河川水が自由に浸透で
きる条件と浸透できない条件(舗装がなされている状況を想定)を設定した解析結果から天端
からの浸透がないと二種類の対象とした堤体土ともに着目した地点の局所安全率が 1.0 を
下回る時間が総じて遅くなる結果となった．このことから越水が起こるような場合，例えば，
舗装で天端を保護することが堤体の粘り強さを確保するうえで意味を持つことを指摘した． 

３）球磨川での解析結果を踏まえ，堤体内の土中水の流れの方向と速さをベクトル図として示し
た．この解析結果は，図 5.16(a)に示すハイドログラフに示した①～⑤の時点の土中水の動
きをまとめており，こうした結果を活かして，越流するような場合に堤体の弱部となる箇所
を分析し，それを補うためにどういった補強が効果的なのかを考えていく必要があることを
述べた． 

 
(3)河川災害グループ 
河川災害グループでは，各地の氾濫流の水深・流速の実態を現地調査及び衛星画像で把握する

とともに，流下能力を大幅に上回る流量における河道，盆地および谷底平野での洪水流下特性を
現地調査と数値シミュレーションで明らかにした．また，流域からの土砂・流木などの流出特性
も現地調査と数値シミュレーションで明らかにした．河川災害グループによって得られた成果
をまとめると，以下のようである． 
1) PALSAR-2 合成開口レーダ画像と数値標高モデル(DEM)を組み合わせて水深分布を推定する方

法の迅速化・高精度化に資する検討を行った．既存の氾濫想定を利用することで，レーダ波
の陰となる箇所を誤って水域として検出することを防ぎつつ，仮想水面の設定に有用なエリ
ア分割を行うことができた．加えて，エリアごとの浸水域境界の標高分布の整理により，好
適な水面高の推定が行える可能性が示された．また，民間の高解像度光学衛星コンステレー
ションによる日々の観測成果を利用し，発災前後の家屋の移動方向等の被災情報を整理した． 

2) 支川からの流入も含めたピーク流量を，推定法，洪水追跡モデルおよび検証 委員会の推定流
量からまとめた．その結果，人吉下流の区間では 7,400m3/s の流 量が流れたと考えられる． 

3) 胸川流域での洪水氾濫は本川合流部での堰上げによるものであるが，氾濫水は胸川と周辺の
小河川によって速やかに排水される．大橋に設置された危機管理型水位計の情報は胸川流域
の浸水リスクを把握する上で重要な情報であり，同観測の水位が 106.0m を超えると胸川で浸
水が開始される．胸川では胸川水位観測所と大橋の危機管理型水位観測所が浸水リスクを判
断する有用な情報になる． 

4) 第 3 章で示した解析法は，流量の推定，洪水氾濫プロセスの推定に有用な解析手法であり，
今後，同流域での水害リスクを把握する上で有用な手法であると考えられる． 

5) 人的被害 50 名の中に，家屋流失による犠牲者 7 名と自宅 2 階で発見された 2 名が含まれて
いる．これは，垂直避難が通用しなかった事例が多く発生したことを表しており，本豪雨災
害の一つの特徴である． 

6) 茶屋地区の家屋流失が目立ったのは，堤防沿いではなく鉄道と県道に挟まれた領域であった．
また，河道の湾曲に起因した洪水流の遠心力によって流体力が大きくなる箇所が生じ，流体
力が大きくなる箇所と家屋流失が集中した箇所は概ね一致していた． 

7) 球磨川の球磨郡球磨村渡地区における氾濫流の挙動は流下型氾濫形態であった． 
8) 人吉・球磨盆地の人的被害 36名，遥拝堰から球磨村渡の間の山間狭窄部では，氾濫流によっ

て溺死とした 14名の場所を特定し，氾濫状況との関係を検討した． 
9) 災害前後に人吉橋～大橋の区間では若干河床上昇する傾向があり，大橋上流では顕著な河床

変動は無いことが認められた．局所的には，河岸付近で 1.6m 程度土砂の堆積が見られ，大橋
直上流の 61km/600 では中川公園において 1.8m 程度の洗堀が生じた． 

10) 越流氾濫が無い条件における水路実験により，今次災害流量 8,000㎥/s では橋梁が無い場
合には大橋上流で 1.44m の水位上昇，更に橋桁が水没する場合には橋桁および橋脚の影響に
より，大橋直上位置で1.6m，水の手橋直上位置で1.96m水位上昇することが明らかにされた． 

 

(4)構造物被害グループ  

構造物被害グループでは，令和2 年7 月豪雨による，住宅，農地，橋梁の各種構造物被害と



その発生要因に関する調査結果をとりまとめ，今後の構造物のあり方を検討した． 
1)土砂災害に伴う住宅および人的被害が発生した芦北町や津奈木町を調査対象とした．その結

果，損壊した住宅数に対してその住宅で死亡事例が発生した割合が高く，土石流による建物
被害が激烈であり，構造的な観点から土石流に対して耐える建物の実現が難しいことが改め
て明らかとなった．一方，土砂災害警戒区域は土石災害リスクが高いところに適切に設定さ
れており，土砂災害計画区域内の住民に対して避難行動を促すことは重要であり，避難のた
めの動線を確保するなど建物の設計・改修時の配慮により生存確率の上昇に繋がる可能性な
ども示唆された． 

2)球磨川上流域の農地の被災状況を調査した．その結果，山林斜面や農地のり面の崩壊による
濁流が用排水路を通じて土砂が農地に流れ込んだことが，甚大な農地被害に繋がったことが
推察された．「田んぼダム」を用いるなど，山間部から流入を受ける水田を遊水地としての
利用する，水田の洪水緩和を利用することも有効であることが示唆された． 

3)上部構造が流失した8 橋の橋梁被害をまとめた．その結果，橋の流失が交通だけで無く，水
道・電気・ガスなどのライフラインの喪失にも繋がり，橋梁付属物・添架物の管理法につい
て検討を要すること，水流が早い箇所の可動支承の損壊が，橋梁流失の起点となった可能性
が認められ，流失回避に対する対策や損傷を受けた場合の早期復旧性，越水を想定した対策
が必要であることなどが示唆された． 

 
(5)避難・避難所グループ 
1)防災河川・気象情報と避難情報の関係性の分析からは下記のことが指摘された．令和 2 年 7

月豪雨では，指定河川洪水予報の対象地では，一部の地域で氾濫注意情報を経ずに氾濫警戒
情報が発表され，また，氾濫注意情報から氾濫危険情報までおおよそ 1 時間でその推移が周
知されたことが明らかとなった．また，「避難準備・高齢者等避難開始」の発令が不十分であ
ったこと，「避難準備・高齢者等避難開始」の発令基準として，防災河川・気象情報は十分活
用されていなかったこと，土砂災害に対する「避難勧告」の発令基準の基本とされる土砂災
害警戒情報は，自治体によってその活用方法にばらつきがあったことが課題として明らかと
なった．このことは，急激な洪水の脅威の高まりに対して，適切な危機管理，災害対応をと
るに足る時間的に余裕のある防災河川・気象情報及び避難情報の発表，発令基準及び制度的
枠組みの検討の必要性を示唆するものである． 

2)令和 2 年 7 月豪雨での被災者行動に関して，Web 調査と分析を行った．避難した人の特徴と
して，平成 30 年 7 月豪雨，令和元年東日本台風と同様に，避難指示（緊急）の発表により
行動すること，身近な人から寄せられた情報により行動すること，テレビや緊急速報メール
だけでなく，プル型媒体（SNS，HP，ラジオ）からも情報を得ていること，防災訓練や講演会
等へ参加したり，災害への準備をしたりしていることがあることを明らかにした．また，家
族に乳幼児，小学生，妊婦，要介護者がいること，平常時からコミュニティとのつながりが
強いこと，防災や要支援者に取り組んでいる自治会に参加していることについては，地域特
性があることを示唆した． 

3)八代市坂本町の避難行動調査で，気象情報や避難情報の適切な状況認識から脅威評価を高め，
非防護反応や対処費用を考慮しつつも高い避難意図を形成，それに基づいて避難する能動的
避難者は避難者の 40%弱に過ぎず，残りの避難者は呼びかけや災害の脅威が切迫したこと等
をきっかけとする受動的避難者であったことが明らかになった．また，脅威評価モデル，避
難意図モデルおよび避難行動モデルの推定結果から以下のことが分かった．避難意図の形成
の素は脅威評価であり，適切な脅威評価がなされるためには，気象情報の取得とその理解が
必要であり，状況認識レベル 1 やレベル 2 の失敗を避けることが重要である．避難のきっか
けに河川の目視があったように周辺状況の認識も重要であろう．脅威評価に加え呼びかけも
避難意思を形成するのに大きな要素であり，呼びかけが加わらなければ避難意思は高まらず，
避難確率も高まらない．したがって，呼びかけが避難のトリガーになっていたことも分かっ
た．  

4)人吉市と芦北町への調査から，「避難所運営は行政が行なった」，「芦北町は事前に新型コロナ
ウイルス対策ができていた」，「避難初動運営キットは芦北町の避難所職員配置計画に貢献し
ていた」，「地震災害に比べ災害廃棄物対応のタイミングが早く課題が発生した」，「受援計画
や災害対応工程管理システムは活用されていなかった」が明らかになった．また，学校への
調査から，「児童の安否確認と学校の被災状況を把握することが急務であった」，「過剰な物資
支援により児童へのサポートよりも物資管理に人手を要した」が明らかになった．一方，介
護老人福祉施設への調査から，「熊本県老施協と熊本市老施協の迅速な対応により入所者の受
け入れができた」，「行政区をまたいだ避難のため，介護保険制度の制限による煩雑な支払い
手続きや情報共有の遅れが発生した」が明らかになった．さらに，芦北町大岩地区の住民調
査では，「集落孤立時に最も課題だったのは電話の不通による情報孤立と薬の不足」が明らか
になった． 
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